
１　はじめに

　若者の既存メディア離れという現象がひとつ

の問題として指摘されている。NHK放送文化

研究所の『国民生活時間調査』（２０１１）では，テ

レビやラジオなど既存メディアの利用が減少す

る一方で，デジタルメディア利用が増加してい

るという調査結果が示されている。１９９５年と

２０１０年の調査を比較すると，平日にテレビを視

聴している人の割合は，特に若年層で変化が大
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きく，１０代，２０代，３０代の全ての年代層男女に

おいて減少傾向がみられた。視聴時間について

も，３０代以下の世代で男女共に減少している

（NHK放送文化研究所，２０１１）。

　メディア環境の変化にともない，テレビ番組

をテレビという映像受像機を用いて視聴するこ

れまでのメディア利用形態に劇的な変化が起き

ている。デジタル・テクノロジーの普及・発展

によって，新たな情報送受信デバイスが登場

し，自宅でのテレビ視聴以外に，携帯電話を用

いたワンセグ放送視聴，インターネット上の動

画共有サイトにアクセスしてテレビ番組を視聴

することなども可能になった。テクノロジーの＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程
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　多メディア時代における若者のテレビ視聴低下という現況から，なぜテレビ・デバイスを用いたテ
レビ番組視聴を行わないのか，テレビ・デバイス以外を用いてどのようなテレビ番組視聴行動および
情報接触行動を行っているのかについて検証した。テレビを所有していない大学生１２名を対象とし，
半構造面接による個人インタビュー調査を行い，KJ法によって分析した。その結果，若者がテレビ・
デバイスによる番組視聴を行わない理由として，〈物理的弊害〉，〈家にいる時間のなさ〉，〈テレビに対
する無関心〉，〈テレビに対する嫌悪感〉，〈生活習慣の改善〉，非テレビ・デバイスによる番組視聴行動
の動機として，〈娯楽目的〉，〈ニュース探索目的〉，〈人づきあい目的〉が挙げられた。若者のテレビ・
デバイスおよび非テレビ・デバイスによる番組視聴行動から，若者がテレビに対して感じる必要性が
低下している一方，動画共有サイトによるテレビ番組視聴が活発に行われていることが示された。ま
た，テレビを視聴しないことが「若者のニュース離れ」につながっている可能性も提示された。
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発展により，テレビ番組を「受信するデバイス

が多様化した」（水島，２００８，p.１７４）のである。

　テレビ視聴のための機会が多様化すれば，当

然のことながら人々のメディア利用行動も多様

化する。また，メディア利用の形態も分散化し

つつある。日本人のテレビ視聴の減少は，若者

がテレビから距離を置いたのではなく，若者の

視聴スタイルの変化の結果だという見方もある

（西，２００９）。

　本稿では，テレビ視聴が可能な多様なデバイ

スの中で，映像コンテンツを番組としてリアル

タイムで視聴できる定位型ツールを「テレビ・

デバイス」および「テレビ機器」として扱う。

　メディア利用研究では，人々のメディア利用

パターンと行動理由を解明するために，これま

で，「利用と満足研究」によってその知見が蓄

積されてきた。利用と満足研究のアプローチで

は，研究対象となるメディアについて利用者の

行動を探ることが一義的な研究目的である。こ

の流れに沿って過去から，ラジオ（Herzog, 

１９４４），テレビ（Blumler & Katz, １９７４; Levy, 

１９７８），インターネット（Ferguson & Perse, 

２０００）などを対象に研究が行われてきた。これ

らの研究は，個々のメディアを利用することで

人々が感じる満足がどのようなものであるかを

明らかにしようと試みたものである。

　今日のように多様なデバイスを用いたテレビ

視聴が可能なメディア環境が現実のものとなれ

ば，人々のメディア利用行動をメディア単体の

枠組みで理解することは困難である。たとえ

ば，テレビ視聴状況を測る指標である視聴率で

は，テレビ機器での視聴しかカウントされない

ため，番組が本当に見られているかどうかにつ

いて適格に実態を把握することが困難だという

現状もある。つまり，テレビ番組が今日的にど
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のように視聴されているかを検証するために

は，動画共有サイトやワンセグ放送などの非テ

レビ・デバイスによる映像コンテンツ視聴につ

いて分析する必要に迫られていると言える。

　本稿では，メディアの利用と満足研究におい

て主な研究方法として用いられている量的調査

のアプローチではなく，インタビューによる質

的調査を行う。非テレビ視聴層の中心的な存在

である若者を対象とするメディア利用の状況お

よび利用動機の分析が喫緊の課題との認識に立

って，調査の結果を提示する。質的調査によっ

て，若者が実質的にテレビ番組から離れている

のか，またはコンテンツ視聴行動に用いるメデ

ィアが単にテレビ以外のデバイスにシフトした

だけなのか，テレビというコンテンツ表示デバ

イスによる視聴を越えたメディア利用行動につ

いて，その実相を分析的な視点から明らかにし

たい。

　特にテレビ・メディアの利用状況に著しい変

化が見られ，かつ親や家庭による制約を受けな

い１０代から２０代の大学生を対象として，テレビ

を視聴しない理由について検証を行う。これま

で，メディアの受け手研究では，特定のメディ

アや特定の番組を「利用する動機」を明らかに

するため，多くの量的分析が行われてきたが，

本研究は，特定のメディアであるテレビを「利

用しない動機」についてインタビュー調査を通

して明らかにしようとする点に大きな意義があ

る。そして，テレビ視聴の多メディア化の流れ

をうけ，テレビ・デバイスを使用していない若

者らによる非テレビ・デバイスでのテレビ番組

接触状況とその利用動機について検証を行う。



２　先行研究

２．１　「利用と満足研究」に関する先行研究

　メディア利用者研究のひとつの領域として

「利用と満足研究」がある。なぜ，何のために

人々がメディアを利用するのかという問いに対

して，利用と満足研究では，知覚される充足，

欲求，欲望，動機などが人々のメディア利用に

影響を与えると考えられている（McQuail, 

２０１０）。

　１９４０年 代 に 登 場 し た 利 用 と 満 足 研 究

（Herzog, １９４４）は，１９６０年代に大きな転換期を

迎える。利用と満足研究が注目され始めた理由

のひとつに，新しいメディアとして非常に大き

なインパクトを持って登場したテレビが関わっ

ている（McQuail, １９８４）。社会的・学術的に最

も注目されていたテレビの視聴行動に焦点を当

てた研究（Blumler & Katz, １９７４; Levy, １９７８; 

Palmgreen, Wenner, & Rayburn, １９８０; Rubin, 

１９８１）は，利用と満足研究において，今日まで

中心的な研究関心となっている。

　理論的な枠組みが確立されたことにより，利

用と満足研究では，利用と満足の多様な側面に

関心が向けられるようになった。Katz，

Blumler，Gurevitch（１９７４，p.２０）によると，利

用と満足研究では，①社会的および心理的な要

因，②欲求，③期待，④マス・メディアやその

他のメディア接触をもたらす要因，⑤異なるパ

ターンのメディア接触，⑥欲求の充足，⑦その

他の予期しない結果，の７つの分野で研究が行

われることとなった。

　特に１９７０年代から１９８０年代の研究蓄積によっ

て，人々のメディア利用行動に影響をおよぼす

多様な要因が抽出され，これにもとづき派生分
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野，および領域での研究が行われた。たとえば，

人々がメディアを利用する理由として，「代理機

能」（Rubin, １９８１），「情報探索」（Gantz, １９７８; 

Palmgreen et al., １９８０），「娯楽」（Gantz, １９７８; 

Levy& Windahl, １９８４; Palmgreen et al., １９８０; 

Rubin, １９８１; Wenner, １９８２），「暇つぶし」

（Rubin, １９８１），「監視」（Levy, １９７７; Levy & 

Windahl, １９８４; McDonald & Glynn, １９８４; 

Wenner, １９８２），「気晴らし」（Levy, １９７７），「人

づきあいでの利用」（Levy & Windahl, １９８４; 

McDonald & Glynn, １９８４; Palmgreen et al., 

１９８０; Wenner, １９８２），「疑似社会的関係」

（Wenner, １９８２）などがある。

　利用と満足研究では，利用者が特定のメディ

アをなぜ利用しているかという利用を促進する

肯定的な動機が主な学術的関心である。しか

し，実際のメディア利用には必ずしも肯定的な

要因のみが影響を及ぼしているわけではない。

Palmgreen（１９８４）はメディアの利用動機につ

いて，否定・肯定という側面からとらえ，４つ

のタイプに分類している（図１）。

 

　横軸は「ある特性をどのように評価するか」，

縦軸は「対象となるメディアやコンテンツがそ

の特性を持っていると考えているかどうか」を

表している。「代替探索」が行われるのは，あ

る人があるメディア特性について肯定的に評価

している時である。その特性をあるメディアが

図１　メディア動機の類型

Palmgreen 1984



持っていないと考えた場合，そのメディア以外

のメディアにその特性を求める「代替探索」の

行動がとられる。「ポジティブ・アプローチ」

は，肯定的に評価する特性をあるメディアが持

っていると考える場合，そのメディアから満足

を得ようとする，という一般的な利用と満足研

究で研究対象とされる行動を指す。

　一方，否定的な特性をそのメディアが持って

いないと考えた場合，「ネガティブ・アプロー

チ」では，そのメディアに対する評価は肯定

的ではないにしろ接触しようとする。そして，

否定的な特性をそのメディアが持っていると

考えた場合，「真の回避」が起こるのである

（Palmgreen, １９８４）。「真の回避」が起こると，

その人はそのメディアに接触しないことを選択

するというのである。

　「回避」の概念は，主に政治コンテンツの利

用を中心に検証されてきた。たとえば，大統領

選挙候補者を特集したテレビ番組（McLeod & 

Becker, １９７４），ウォーターゲート事件関連の

報道（Becker, １９７６），選挙時の政治関連の新聞

記事およびテレビ番組（Becker, １９７９）など，

政治関連報道と関連した満足および回避を分析

対象とした研究が行われている。

　あるコンテンツやメディアに対する回避は，

政治分野のみで起きているのではなく，その他

の分野についても適用可能であることも示され

ている。若者の新聞離れが問題となっているこ

とをうけ，Zerba（２０１１）は，日刊紙を読んでい

ない若者を対象として，新聞を読まない理由に

ついて回避の概念から検証した。

　インタビュー調査の結果，新聞を読まない主

要な要因として「不便さ」「時間」「妥当性」が

指摘された。彼らが感じる新聞の「不便さ」

は，①新聞を手にいれるためにアクセスへの努

立命館産業社会論集（第４８巻第２号）156

力が必要である点，②読むときに折り返したり

持ち運んだりしなくてはいけないという新聞の

物理的特性がある点，③紙を大量に使うためリ

サイクルの観点が欠けている点，④読みたいと

きにすぐどこでも読むことができないため，非

即時的メディアである点，最後に⑤他のことと

同時並行的に新聞を読むことができない点，で

あった。

　「時間」に関連してだが，①興味のある記事

を見つけるのに時間がかかる点，②より上の世

代が行う朝の作業というイメージがある点，が

挙げられた。

　「妥当性」については，①新聞は，年配の人が

読むイメージがあるため，自分たちの世代には

適していない，②ニュースの登場人物が自分の

知っている人かどうかによる，という意見が指

摘された。

　同時に，若者が日刊紙に求めているのは，①

すぐに情報を入手できること，②機動性が高い

こと，③コミュニティに関する情報が豊富なこ

と，④情報アクセスのための多様な選択肢が提

示されていること，であった（Zerba, ２０１１）。

　Zerba（２０１１）による新聞の非使用者を対象

とした研究は，新たな形態のメディアが次々に

誕生している近年のメディア環境において，新

しいメディアが人々の既存メディアに対する意

識に変化をもたらしている可能性を指摘してい

る。つまり，若者が新聞を読まない理由の多く

は，新聞より新しく登場したインターネットな

どのメディアがもつ利便性と比較して，新聞が

劣っている点にあった。また，人々が求める理

想的な新聞メディアの特性も，高い利便性をも

つ新しいメディアの利点を備えたものであっ

た。ここから，人々が既存メディアを利用しな

い背景には，新たなメディアの登場および利用



が，利便性を要因として関係してきていると言

えるだろう。

　ニュー・メディアの利便性と既存メディアの

回避との関係は，新聞だけでなく，映像メディ

アについても当てはめられるかもしれない。

Zerba（２０１１）が示唆した既存メディアとニュ

ー・メディアとの関係がテレビにも当てはまる

とすれば，ニュー・メディアとテレビ利用との

新たな関係が見出せる可能性がある。インター

ネットなどの新規メディアの登場・普及によ

り，既存メディアであるテレビ・デバイス利用

が減少する一方で，テレビに対してニュー・メ

ディアがもつ利点を求めるとき，人々の既存メ

ディアに対する意識と利用行動に変化が起きる

かもしれない。

　近年，ニュー・メディアが続々と登場する

中，メディア利用研究では，意識の変化という

観点だけでなく，人々の既存メディア利用行動

がどのように変化するかという点についても議

論が重ねられてきた。

　たとえば，インターネット普及初期の段階

で，ニュー・メディアとして電子掲示板を取り

上げたJames（１９９５）によると，電子掲示板の

利用によって，テレビ視聴，読書，電話，手紙

を書く時間が減少傾向にあった。

　一方，CooperとTang（２００９）は，テレビ利用

時間が多い人はインターネット利用時間も長い

という相関関係から，両メディアが異なる機能

を持っていることにより，互いの利用時間をか

えって増加させる要因となる可能性を示唆して

いる。

　人々のメディア利用行動において，新規メデ

ィアと既存メディアとの関係が競争関係にある

のか，それとも補完関係にあるのかは依然とし

て議論の余地はある。しかし，多メディア化が
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進むことで，人々のメディア利用行動に変化が

起きているという現況は否定し難い。

　たとえば，ニュースに接触する際，新聞，テ

レビ，ラジオ，雑誌などの既存メディアに加

え，今日では，インターネット上のウェブサイ

ト，携帯用アプリ，ソーシャル・ネットワー

ク・サービス（SNS）など多様な選択肢の中か

ら，適当なメディアを選択することが可能にな

った。新聞記事についていうと，新聞本体で見

るだけでなく，パソコン，携帯などを利用して

見ることができる。さらにパソコン上でのニュ

ース接触に限っても，大手メディア機関が運営

する新聞社やテレビなどのウェブサイトだけで

なく，ポータル・サイトや，個人のジャーナリ

ストなどが発信するツイッターなどから情報を

得ることもできる。

　人々のメディア利用行動が多岐のメディアに

渡って行われているという現実を踏まえると，

個別メディアを対象とするのではなく，複数メ

ディアの利用行動について解明することが，今

日のメディア利用研究に求められる課題である

と言える。その流れに沿って，近年のメディア

環境変化をとらえるため，複数メディアの利用

パターンとその動機について解明しようとする

試み（Diddi & LaRose, ２００６; Ferguson, １９９２; 

Perse, １９９０; Perse & Courtright, １９９３）も行わ

れている。

　ニュース消費行動について検証したDiddiと

LaRose（２００６）によると，今日のニュース消費

行動は，かつてのような紙メディアと放送とい

う２つのパターンでとらえることはできず，よ

り複雑になっているという。大学生のあいだ

で，最も使用されているニュース・メディアは

インターネットであったが，インターネットの

利用が既存メディアの利用を妨げるといった因



果関係について根拠は見いだせていない。そこ

から，既存メディアとニュー・メディアは互い

に補完関係にある可能性を提示している

（Diddi & LaRose, ２００６）。

　CooperとTang（２００９）が指摘するように，

今日，メディア単体を用いたメディア利用行動

を分析するのではなく，複数のメディアに渡る

横断的なメディア利用について検証する必要性

が高まっている。多機能的メディアが増えたこ

とで，人々のメディア情報取得，および接触に

対する選択肢が増加し，メディア利用行動をこ

れまでのメディアの枠組みの中だけでとらえる

ことは不可能になってきた。テレビ視聴におい

ても，テレビ・デバイス単体を用いたテレビ視

聴について検証するのではなく，テレビ番組を

視聴することのできる多様なメディアを対象に

研究・調査を行うことが，多メディア時代のテ

レビ視聴行動を理解するうえで求められている

と言える。

２．２　若者の動画共有サイト利用行動に関す

る先行研究

　多くの研究が，一般の人々全般のメディア利

用行動を調査対象としているものの，デジタル

時代のメディア利用行動を理解するためには，

若者に焦点を当てた分析を重ねる必要性が高ま

っていると考えられる。

　若年層では，テレビ視聴時間の減少，インタ

ーネット利用者および利用時間の増加が著しい

という研究報告（NHK放送文化研究所，２０１１）

などからも見られるように，既存メディアの利

用研究で示された知見とは大きく異なるメディ

ア利用が，特に若年層で行われている可能性が

高い。インターネットとともに成長してきた

「デジタル・ネイティブ」と言われる１０代，２０
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代の若者は，デジタルメディアを活用している

だけでなく，既存メディアであるテレビの視聴

形態においても，「非デジタル・ネイティブ」

との間に相違がみられる。１６歳から２４歳の若者

の６２％が動画共有サイトであるデジタル・メデ

ィアを活用している一方で，テレビが「ないと

困る」と答えた人は４９.５％と過半数以下である

ことから，若者の間でテレビの必要性が軽減し

ている傾向も見られる（橋元，２００９）。

　動画共有サイトの利用についても，テレビ・

デバイスを用いた映像視聴との関連の中で考察

することが，若者のテレビ番組視聴行動の理解

において重要だと言えそうである。

　中高生を対象とした動画共有サイト利用とテ

レビに対する意識に関するインタビュー調査を

行った執行（２０１２）は，中高生を対象とした理

由について，その下の世代と異なり，親からの

制約を受けずにテレビを視聴したり，インター

ネットを使用したりしている点を挙げている。

しかし，中高生が自由にメディアを利用してい

るとは考え難い。実際，執行（２０１２）による調

査では，中高生の約７割が家族共有のテレビお

よびパソコンしか所有しておらず，テレビやパ

ソコンを自由に使用できる環境にない。同調査

では，パソコンを所有していない家庭も１割ほ

ど見られた。中高生は，親と同居しているた

め，家庭のメディア環境によって接することの

できるメディアも異なり，親に経済的依存して

いることが一般的である。これは，必ずしも個

人のメディア選択の自由度が担保されている状

況ではない。

　動画共有サイトYouTubeの利用と利用動機

について分析したHaridakisとHanson（２００９）

と同様，本研究では，大学生を対象とした研究

を行う。大学生のメディア利用行動状況につい



て調査することで，親や家庭などの影響をある

程度排除し，若者層の一部として自らの意思

で，どのようなメディア利用行動をとるかを検

証できると考える。中高生と比べて，大学生に

なるとアルバイトなどをすることで親への経済

的な依存が大きく減少し，特に一人暮らしをし

ている場合，自らの意思決定によって自由にメ

ディア環境を構築することが可能である。大学

生を対象とした研究は，利用動機に影響を与え

るであろう外的な要因を軽減し，既存メディア

であるテレビとデジタルメディアの利用行動と

動機における変化をより明確に見ることができ

ると考える。

２．３　リサーチ・クエスチョン

　以上の先行研究レビューにもとづき，本研究

では大学生のメディア利用行動について２つの

リサーチ・クエスチョンを設ける。

　若者世代において，テレビ視聴の減少と動画

共有サイト利用の顕著化が起きている現状を踏

まえると，若者世代のテレビ視聴行動に関する

意識に大きな変化が起きていることがうかがえ

る。

　近年，テレビ番組を視聴できるメディアは多

岐に渡っていることから，「テレビ視聴」が必

ずしも「テレビ機器でテレビ番組を見ること」

とは言えない現状がある。そのため，テレビ視

聴時間の減少の原因が，「テレビ・デバイスに

おいてテレビ番組を見なくなっているため」

か，「テレビ機器以外では依然としてテレビ番

組が見られているため」かという点について，

検証する必要がある。

　そこで，まずテレビ視聴時間が減少している

原因を探るために，なぜテレビを利用しないの

かという点を明らかにすることが求められる。

テレビ番組視聴に関するメディア利用行動と利用動機の検証（竹村朋子） 159

その中でも，テレビ・デバイスによるテレビ視

聴を行っていないことが確実な「テレビ・デバ

イスを所有していない大学生」に焦点を当てる

ことで，その理由をより明確にできると考え

る。

　Palmgreen（１９８４）が指摘するように，否定

的に評価した特性をメディアが持っていると考

えた場合に，そのメディアに対する回避という

感情が起きる。これを，若者のテレビ視聴行動

に当てはめると，若者がテレビ番組およびテレ

ビに対して否定的に評価し，その特性をテレビ

番組およびテレビが持っていると考えた場合，

テレビおよびテレビ番組を回避することにな

る。テレビに対する評価，そして評価が視聴行

動に与える影響も含め，以下のリサーチ・クエ

スチョンを設ける。

RQ1：若者は，なぜテレビ・デバイスを用いた
テレビ番組視聴を行わないのか

　テレビ・デバイスを所有しない場合，テレ

ビ・デバイスによるテレビ視聴を行わないわけ

であるが，そうなると，テレビ以外のデバイス

を使ったテレビ番組視聴がなされているのか否

かという点を確かめる必要がある。通常テレ

ビ・デバイスによって充足されている満足につ

いて，他のメディアで補完しているのかという

点について確認することで，人々のメディア利

用行動におけるテレビ・デバイスと非テレビ・

デバイスとの関係を見いだすことができる。

　本研究では，多様なデバイスを用いたテレビ

視聴が可能な今日のメディア環境のなかで，主

要媒体であるテレビ・デバイスによってテレビ

を視聴しない場合，人々が非テレビ・デバイス

によってどのようなテレビ番組視聴行動および



情報接触行動を行っているのかという点につい

て検証したい。そこで，テレビ・デバイス以外

のテレビ視聴行動および情報接触行動と動機に

ついて，以下のリサーチ・クエスチョンを設定

する。

RQ2：若者は，テレビ・デバイス以外を用いて
どのようなテレビ番組視聴行動および情報接触
行動を行っているのか

　これらのリサーチ・クエスチョンに答えるた

め，本研究では，インタビュー調査を行う。利

用と満足研究では，大人数を対象とした質問票

調査が一般的である。しかし，研究成果が十分

に蓄積されていない分野の研究においては，

Becker（１９７９）が指摘するように，質問票調査

を行う前にインタビュー調査を行うことで，問

うべき指標を明確にすることが求められる。非

テレビ・デバイスによるテレビ番組視聴行動に

関して，現時点で十分な検証がなされてきてい

るとは言えないため，研究方法としてインタビ

ュー調査によるアプローチを用いることが，妥

当であると考える。

３　方法

　本研究では，京都府，大阪府に住む「テレビ

を所有していない」大学生を対象としたインタ

ビューを行い，データを収集した。２０１１年１１月

から２０１２年１月にかけて，１２名に対してインタ

ビューが実施された。インタビューを実施した

１２名の性別は，男性７名，女性５名で，インタ

ビュー当時の学年は，１回生が２名，２回生が

１名，３回生が９名，所属学部は文系が９名，

理系が３名であった。
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　インタビュー方法は，著者と対象者との個人

面接で，半構造化面接の手法が用いられた。主

な質問項目は以下の通りである。

●　なぜ，テレビを所有していないのか

●　テレビおよびテレビ番組に対してどのよう

に感じるか

●　以前と比べて，テレビに対する態度は変化

したか

●　現在，テレビ・デバイス以外でテレビ番組

を視聴することはあるか

●　現在，ニュースにどのように接触している

か

●　テレビを見ない替わりに他のメディアを使

用することがあるか

●　動画共有サイトはどのような目的で使用し

ているか

●　動画共有サイトについてどのように感じる

か

　インタビューはひとりにつき約１時間行わ

れ，データを記録するためにICレコーダーで

録音された。インタビュー後，録音データは逐

語化されている。

　なお，インタビュー対象者に対する倫理的配

慮として，インタビューを開始する前に，論文

執筆に限ってデータが使用されること，個人が

判断されることがないようにデータは十分注意

の上取り扱われることが説明された。また，IC

レコーダーによるインタビュー録音の許可をと

った上で，録音を開始した。

　本研究では，KJ法（川喜田，１９７０）の手法を

用い，以下の手順でデータが分析された。

①　分析テーマに関連した部分に着目し，箇所



ごとにそのデータの本質を記入したメモを

作成する。

②　近いと感じるメモ同士を集め，そのグルー

プを表す「表札」を作成する。さらに表札

同士をまとめてグループを作成するという

作業を，１０個程度のユニットとなるまで繰

り返す。

③　ユニット間の関係性を示すために「空間配

置」を行う。

④　各ユニットに含まれる表札同士の関係を示

すために，ユニット内で「空間配置」を行

う。その際，他ユニットに含まれる表札と

の関係も考慮に入れながら配置する。

⑤　各ユニット間および下位グループである表

札間でどのような関係があるか，その関連

性を示す記号を書き込む。

⑥　表が示す関係性を文章化する。

　KJ法に従ってまとめられた大学生１２名のイ

ンタビュー・データから，若者がテレビを所

有・視聴しない理由，テレビ・デバイス以外の

メディア利用行動に関する傾向が示され，関係

図（図２）が作成された。

　インタビュー対象者の選択方法と人数の妥当

性は，質的調査におけるアプローチのひとつで

ある修正版グランデッド・セオリー（M-GTA）

（木下，２００７）に依拠している。データ整理手

法であるKJ法では，インタビュー調査実施の

際，必要な調査対象人数や選択方法などの手法

は示されていない。M-GTAの手法に従い，「分

析焦点者」を「テレビ・デバイスを所有してい

ない大学生」に「方法論的限定」として設定し，

その範囲に収まる人物を調査対象者として選択

した。本研究で設定したリサーチ・クエスチョ

ンに答えるにあたり，１２人のインタビューが終
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了した時点で十分な説明が可能だと判断したた

め，調査を終了した。

４　結果

　大学生１２名のインタビュー・データをKJ法

によって整理・分析した結果，２つのリサー

チ・クエスチョンにもとづき，８つのユニット

が形成された。以下，リサーチ・クエスチョン

ごとに各ユニットについて説明する。

RQ1：若者は，なぜテレビ・デバイスを用いた
テレビ番組視聴を行わないのか

　メディア回避の理由として〈物理的弊害〉，

〈家にいる時間のなさ〉，〈テレビに対する無関

心〉，〈テレビに対する嫌悪感〉，〈生活習慣の改

善〉というユニットが示された。

〈物理的弊害〉

　テレビを持っていない理由として，一人暮ら

しを始めたときに「初めから買わなかった」

「途中で手放した」という自発的な選択理由以

外に，「見られなくなった」というケースがあ

った。「パソコンでテレビを見ていたが，ある

日突然テレビが映らなくなってしまった」とい

う故障や，「地デジ対応テレビを購入していな

いため，２０１１年７月２４日以降見られなくなって

しまった」という地上テレビのデジタル化の影

響によって，一人暮らしを始めた当初はテレビ

視聴用のデバイスを用いてテレビ番組を見てい

たが，ある時期からテレビが視聴できなくなっ

たという。しかし，「テレビがなくても

YouTubeで事足りると思った」，「買う機会を逃

していたら，買わなくても生活できると感じ

た」などテレビ購入の必要性を感じなかったた
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図２　非テレビ所有者によるテレビ番組視聴行動

テレビ・デバイスを用いたテレビ視聴を行わない理由

テレビ・デバイス以外のメディア視聴行動

生活習慣の改善

家にいる時間のなさ

テレビに対する無関心

テレビに対する嫌悪感物理的弊害

人づきあい目的

ニュース探索目的

娯楽目的



め，購入するという決断に至らず，所有しない

ままになっているという。

〈家にいる時間のなさ〉

　日々の生活に忙しさを感じている人が多く，

その理由として，勉強，バイト，サークルなど

が挙げられ，「ほとんど家にいる時間がない」

という答えが多く聞かれた。家にいる時間が短

いかどうかという質問に対して，男性Iさんは

次のように答えた。

　I：そうですね，あんまり家には，いないで

すね。

　著者：ふーん。寝に帰るってかんじ？

　I：あ，そうです，そうです。寝に帰るって

感じですね，ほんとに。

　著者：結構みんなそうなんだー。

　I：はい，寝に帰るっていうのが一番大きい

ですね，家は。それも大学１回生の時か

らだったんですけど，もう，ほんとに帰

って寝るだけみたいな。

　ほとんど家にいる時間がないため，テレビが

あったとしてもテレビを見る時間がないという

のが，テレビ購入に踏み切らない理由のひとつ

として挙げられた。

〈テレビに対する無関心〉

　一人暮らしを始める前からテレビに関心がな

く，ほとんど視聴していなかった「以前からテ

レビを積極的に見ていなかった」人は，一人暮

らしを始めてもテレビを見ることはほとんどな

いと考え，初めからテレビを買うつもりがなか

ったと答えている。テレビを購入していない女

性Aさんは，次のように答えた。

　著者：テレビは元々買おうとは思ってなかっ
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たの？

　A：はい，思ってなかったです。

　著者：それはなんで？

　A：えっと，節約もあるし，実家にいたとき

にあんまりテレビを見てなかったので，

じゃあ見ないなと思って。

　著者：へー。もうそれはずっとテレビは見る

習慣ってあんまりなかったの？

　A：なんか，朝起きたときとかについてたら

見るとか，あと，なんか，すごい話題の

ドラマがあったら見るとかぐらいです。

　テレビ番組を見ることに関心がない人の場

合，テレビを所有し，視聴することに必要性を

感じていないため，テレビ機器を購入するとい

う決断に至らないようである。一方で，以前は

テレビを見ることが好きだったが，テレビを所

有しなくなってからテレビ番組に触れることが

少なくなり，興味が薄れたという答えもあっ

た。

　テレビ全般に対して関心はないが，「サッカ

ー」や「お笑い」，「音楽番組」など自分の興味

がある特定のジャンルの番組だけ見たいと感じ

ている人もいた。

〈テレビに対する嫌悪感〉

　テレビに対して関心がないだけでなく，嫌悪

感を持っているため，テレビを持っていない，

あるいはテレビを見ないと答えた人もいた。実

家にいたときからほとんどテレビを見ていなか

った男性Bさんは，帰省してテレビを見たとき

に以下のように感じると言う。

　B：家族がつけたりしてますけど，「あ，くっ

だらねえ」って思いますけど，番組によ

っては。その変な番組ばっかだなあって



テレビを離れてたからかわかんないけ

ど。

　著者：やっぱり，そう思うようなのある？

　B：思いましたね。低俗だなって，ははは。

いや，面白いには面白いですけど，うー

ん，１時間完全について見るようなもん

じゃないなって。

　Bさんは，テレビ番組によって楽しむことの

できるものとできないものがあると言い，テレ

ビ全般に嫌悪感があるというわけではないよう

である。

　B：あ，そう，帰ったらなんか，NHKとかの

ほうが意外に面白いじゃんって思いまし

たし。

　著者：じゃあ，帰ったらNHK見た？

　B：見ましたね。

　著者：ふーん。どう？NHK。

　B：どう，普通に，なんていうんだろう。興

味をそそられるっていうか見てて，面白

かったですね。

　著者：たとえばどういう番組だか覚えてる？

　B：なんか，ちょっとした海外の旅行番組だ

ったりとか，ドキュメンタリーっぽいや

つとか。まあ，そんなに見てなかったで

すけど，他のに比べて，まともって言っ

たらすごい上からだけど，そんなかんじ

ですよね。

　テレビ全般に対して嫌悪感を抱くというより

も，特定の番組，特にバラエティ番組が「うる

さい」ので見たくないと答えた人が多かった。

〈生活習慣の改善〉

　一人暮らしをする以前からテレビ視聴が好き
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で，長時間視聴していた「かつてテレビっ子だ

った」人たちは，テレビを所有すると長時間見

てしまうだろうという理由から，あえてテレビ

を購入しなかったと答えた。女性Cさんは，過

去のテレビ視聴習慣とテレビを購入しなかった

理由について以下のように述べている。

　C：すごいテレビっ子で，実家にいたとき

に，土日とかお父さんと一緒にぼーっと

見てるってタイプの人だったんで，多分

こたつとテレビを買ったら，絶対家から

出なくなるなって思って，なんか，ニュ

ースとかのことあんまり考えず，なんか

バラエティ番組とか見ても見なくてもま

あ生きていけるだろうって思って，で，

まあ荷物にもなるし，と思って買わなか

ったですね。

　テレビ機器を持たない生活を経験し，女性C

さんは，実家でテレビを見ていたころに比べて

時間の使い方が「だいぶ変わった」と答えた。

RQ2：若者は，テレビ・デバイス以外を用いて
どのようなテレビ番組視聴行動および情
報接触行動を行っているのか

　テレビ・デバイス以外のメディア使用とし

て，〈娯楽目的〉利用が最も顕著であり，〈ニュ

ース探索目的〉は臨時的に使用されているのみ

で，〈人づきあい目的〉で利用することはない

という意見が大半であった。

　テレビを視聴する時間がなくなったからとい

って，他のメディアに接触する時間は特に変わ

らないと答えた人もいたものの，テレビを視聴

しなくなったことで得られない満足を他メディ

アの使用によって得ているという例も多く見ら



れた。

〈娯楽目的〉

　テレビ視聴において人々が求める主要な満足

のひとつである「娯楽」について，動画共有サ

イトを使用することによって現在は充足してい

るという意見が大半であった。インタビュー対

象者の全員がYouTubeを中心に動画共有サイ

トでテレビ番組を視聴していると答えており，

たまに使用するという人から，日常的にテレビ

のように使用している人まで，その利用頻度は

さまざまであった。動画共有サイトの使用は，

テレビ機器を所有しなくてもテレビ番組を視聴

することが可能になった，近年のメディア環境

を象徴したテレビ視聴パターンである。興味の

あるドラマ，バラエティ，アニメなどの番組を

検索し，テレビで放送された番組コンテンツを

視聴している。動画共有サイトを積極的に使用

しているという女性Dさんは，以下のように述

べている。

　著者：今も結構見てる？YouTubeは。

　D：見ます見ます。なんか，面白そうなテレ

ビとか上がってたりするじゃないです

か，それで見たりとか。

　著者：それ，結構検索したりとかするの？

　D：しますします。

　著者：ふーん。どういうの見てるの？

　D：どういうの。え，どういうの。ドラマと

か，あとはバラエティとかもあります

し，とかですかね。

　著者：YouTube以外でそういうの探したり

することあるの？

　D：YouTube以外ですか？ニコ動とか？

　著者：うん。
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　D：あと，なんか，検索サイトみたいなのが

あって，ドラマとかの。それで題名みた

いな，「家政婦のミタ」とかだったらそれ

を押して，そしたらなんか何話とか出て

きて，で，それが上がってる動画のサイ

トとかがあるんですよ。それもちゃん

と，あれですね，メガビデオとか。

　動画共有サイトはテレビ番組視聴以外の目的

にも使用されており，娯楽メディアとして若者

の間で幅広く活用されているメディアであっ

た。たとえば，映画，好きなアーティストのプ

ロモーション・ビデオやライブの映像視聴，

BGM としての使用などが挙げられた。

YouTube以外にもさまざまな動画共有サイト

をコンテンツ別に使い分けている人もおり，海

外のウェブサイトでサッカーの試合中継を見た

り，ニコニコ動画で一般の人が作成した映像を

見るという人もいた。

　動画共有サイトの使用に対して消極的な人の

場合，動画共有サイトを使用したことはあるも

のの，特に積極的に娯楽目的で使用することは

ないという回答も見られた。テレビ・デバイス

に接触していたころはバラエティ番組を録画し

て見ていたという男性Eさんは，現在もバラエ

ティ番組をYouTubeで見ているかという問い

に対して，次のように答えた。

　E：YouTube，つけて見るまでもないかなっ

て感じですね。結構，記憶から，バラエ

ティとか残らないですし，見ないんだっ

たら見ないでいいかなっていう感じで

す。

　YouTubeをたまに使用するという男性Fさん



は，友人に勧められた音楽を聴いたり，プロモ

ーション・ビデオを見たりするために使用する

ことはあるが，テレビ番組を見るために使用す

るということはないという。

　動画共有サイト以外にも，娯楽目的で使用し

ているものとして，書籍，漫画，インターネッ

ト，ラジオなどのメディアが挙げられた。ま

た，「知人に頼んでDVDに録画してもらったも

のを見る」，「実家に録画してもらい，帰ったと

きに見る」など録画機能を利用したり，「見た

い番組がある場合は友達の家で見る」，「スポー

ツ中継を見るためにバーに行く」など，自宅以

外でテレビ番組を視聴することもあるという。

　手軽にテレビ番組映像を見ることができる携

帯電話のワンセグ機能はほとんど使用されてい

なかった。機能が搭載されている携帯電話を持

っている人でも積極的に使用しておらず，試し

に使用したことがある程度であったり，東日本

大震災の直後に現状を確認するために使ったと

いう限定的な使用であり，娯楽目的での使用は

なかった。

〈ニュース探索目的〉

　テレビを視聴することで人々が求める満足の

ひとつ「情報探索」についても，テレビ以外の

メディアを使用してその充足を満たしていた。

ただし，ニュース接触目的で映像視聴が日常的

に行われているとは言えない。日常的にニュー

スに接するようにしている男性Gさんは，東日

本大震災直後の動画視聴について，以下のよう

に述べた。

　G：（テレビが）あったらなあって思いまし

たね。っていうか，代わりになるものが

パソコンなんで，Ustreamとかがなかっ

たら，ちょっときつかったかもしれない
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ですけど。それを知ったのが学校だった

んで，学校でまずワンセグ見て，それで

どうなってるか見て，で家帰って

Ustreamを見て。

　今回，東日本大震災以外でニュース接触目的

のためにテレビ動画を視聴した経験があるとい

う話は聞かれなかった。映像コンテンツ視聴以

外でニュースに接触するためのメディアとし

て，新聞，雑誌などの既存メディア，インター

ネット上のブログや新聞社サイト，SNSの中で

はツイッターなどが挙げられたが，いずれも映

像コンテンツではなく，文字情報であり，ニュ

ースを知るために映像を視聴することはあまり

求められていないようである。

　ニュースに関心が高くない人の場合，これま

では，無意識に見ていたテレビ・ニュースでニ

ュースに接触していたが，それもなくなったた

め，ほとんどニュースに接することがないとい

う意見が多く聞かれた。彼らの主なニュース接

触媒体は，Yahooなどのポータル・サイトのヘ

ッドラインであった。情報が実質的に減少した

ことで，「世の中のことが以前よりわからなく

なった」，「ニュースがわからなくなった」とい

う意見があった。このようなニュースの欠如

は，彼らの中で特に重要視されていないため，

他のメディアを利用して補うということはな

く，現状のポータル・サイトのニュースで十分

だという意見が述べられた。

〈人づきあい目的〉

　人との会話のためにメディアを利用するとい

うのもこれまでの「利用と満足研究」によって

指摘されてきた充足のひとつであるが，特にテ

レビの話はしないという意見が多く聞かれた。

　友達とテレビの話題になると答えた人は，話



をしていて，ニュース以外にも流行や人気のあ

るタレントのことなど「知らないことが増え

た」が，友達との人づきあいのためにメディア

を使って情報を得ようとすることはないとい

う。男性Fさんは，テレビがなくて困ったこと

はないかという問いに対して以下のように答え

た。

　F：多分，あのー，なんだろう，日本とか世

界の動きとかが，なんか結構，そのー，

リアルタイムで情報が入ってこないか

ら，ちょっと遅れて，みたいな感じです

ね。ネットとか，最近は早いですけど，

やっぱりあんまり，え，みたいな，友人

と話してても，そんなことになったの？

っていうことが以前よりは増えるように

はなったかなあって。若干情報の入りが

遅くなったなっていうのはちょっと不便

かなって思いますけど，そんなにあんま

り，個人的には，そんなに１年も遅くな

ったとかそういうレベルじゃないんで，

別にいいかなっていう気はしてるんです

けど。

　Fさんは，人と話していて知らないことが増

えたと感じるものの，それがテレビを見るため

の理由とはならないとも述べている。

　友人との話題作りのために自ら動画を見た

り，情報検索をしたりはしないものの，友人か

ら勧められた音楽を動画共有サイトで検索して

聴くなど，友人と会話をした後，メディアに接

触するという行動は見られた。
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５　考察

　本研究の目的は，非テレビ視聴層の中心的な

存在である若者が，①テレビ・デバイスを所有

しない，もしくはテレビ番組を視聴しない理

由，②テレビ・デバイス以外のメディアによる

テレビ番組視聴行動，について解明することで

あった。

　テレビを所有していない大学生の中には，自

主的な意思で所有を拒否しているのではなく，

物理的な理由によってテレビが故障したり，見

られなくなったという人もいた。日常生活の忙

しさから家にいる時間があまりなかったり，テ

レビに対して無関心もしくは嫌悪感をもってい

たることが，テレビの必要性を感じさせないと

いう意見も聞かれた。テレビを長時間視聴する

ことで生活習慣が乱れることを恐れ，テレビは

好きであるが，あえてテレビを所有していない

という回答もあった。

　本研究の分析結果は，Palmgreen（１９８４）が

指摘する回避の概念と異なるものであった。

Palmgreenによると，人々はメディアを否定的

に評価する際に回避する。しかし，今回，大学

生らが述べたテレビ・デバイスを持たない理由

では，必ずしもテレビに対する嫌悪感によるも

のではなく，無関心であったり，物理的な要因

も関連していた。Palmgreenによるメディア行

動動機の類型は，メディアに対する評価を「肯

定的」か「否定的」かの二分で示しており，

人々のメディアに対する評価が２つに分けられ

るほど単純ではないことが，本研究で示され

た。また，メディアを回避する理由は，メディ

アに対する評価だけでなく，メディアに接触で

きる環境にあるかどうかという物理的な要因も



関係している可能性が見られた。

　テレビ・デバイス以外のメディアを用いたテ

レビ番組視聴行動では，娯楽目的の動画共有サ

イト視聴が最も多く挙げられた回答であった。

ニュース探索目的では，大きなニュース・イベ

ントが起きたときに緊急的に使用していたとい

う回答のみだった。テレビを所有しないこと

で，ニュースと接触する機会が軽減し，ニュー

スわからなくなったという回答が多く聞かれた

ものの，それを補足するためにテレビ・デバイ

ス以外のメディアでニュースに接触しようとす

るという積極的な接触行動はあまり見られなか

った。

　これまでのメディア利用研究では，近年のテ

レビ視聴行動傾向から，「若者のテレビ離れ」

や若者のテレビ視聴時間の減少が指摘されてい

るものの，非新聞読者層の分析（Zerba, ２０１１）

とは異なり，テレビを全く視聴しない層は一部

の若者に限られているため，非視聴理由につい

て学術的な検証は行われていない。本研究がテ

レビ・デバイスの非所有者を対象とし，テレビ

非所有の理由について分析・調査を行ったこと

は，今日メディア利用研究において解明すべき

問題のひとつである若者のテレビ視聴時間減少

の理由解明に貢献したと言えよう。

　テレビというメディアの枠組みを越えた非テ

レビ・デバイスによる映像コンテンツ視聴につ

いて検証した本研究は，デジタル・テクノロジ

ーの発展・普及によって多様化したメディア環

境において近年行われている，多チャンネル利

用（Ferguson, １９９２），ニュース接触行動

（Diddi & LaRose, ２００６）などの研究とともに，

「非テレビ・デバイスを用いたテレビ番組視聴

行動」として今日のメディア利用行動を反映し

た利用と満足研究と言える。
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　本研究の結果から，若者は実質的にテレビ番

組から離れている傾向がある一方で，若者のテ

レビ離れはテレビ番組視聴行動がテレビ・デバ

イス以外のメディアにシフトした結果であると

言うこともできる。テレビに対して無関心であ

ったり，テレビ番組に対して嫌悪感を抱くこと

は，実質的なテレビ番組離れにつながる要因で

あろう。一方，動画共有サイトでテレビ番組が

頻繁に視聴されていることを見ると，映像コン

テンツのメディア・シフトが起きているのも事

実である。さらに，２０１１年の地上波テレビの完

全デジタル化によって，本人の意図にかかわら

ず，テレビを視聴することができなくなった層

がいることも，ひとつの問題としてとらえられ

るべきである。

　非テレビ・デバイスによるテレビ番組視聴に

おいては，特に娯楽目的のための動画共有サイ

トの使用が目立った。ドラマ，バラエティとい

った娯楽向けコンテンツは，映像を見ることが

不可欠であるが，映像がなくても接触できるニ

ュースなどの情報については映像コンテンツを

視聴することは求められていないのかもしれな

い。

　ニュース接触行動に関して言えば，テレビ・

ニュースの非視聴を補うために，ブログ，新聞

社ウェブサイト，ツイッター，新聞，雑誌など

でニュースに接触しようとしていると答えた人

は少なく，大学生のニュースに対する意識の希

薄さも浮き彫りになった。テレビ・デバイス以

外でニュース接触が行われていないという現状

を踏まえると，「若者のテレビ離れ」は「若者の

ニュース離れ」とも考えられ，社会的に危惧さ

れるべき問題のひとつであろう。

　これまでテレビ利用の動機として示されてき

た「人づきあいのための利用」（Levy & 



Windahl, １９８４; McDonald & Glynn, １９８４; 

Palmgreen et al., １９８０; Wenner, １９８２）は，本

研究では示されなかった。友人とテレビの話を

することはほとんどないという回答も見られ

た。メディアが分散化・多様化したことで，視

聴するテレビ番組も分散化され，友人間で共通

のテレビ番組を見ることが減った可能性も考え

られる。テレビが主要な映像メディアであった

時代より，テレビに関して話す機会が減少した

のかもしれない。

　最後に，本研究の限界と今後の課題について

指摘したい。まず，インタビュー対象者に関す

る限界である。本研究では，非テレビ所有者を

インタビュー対象としたが，テレビを所有して

いない層というのは一部であるだろう。テレビ

を所有しているが，長時間視聴していない，ほ

とんど見ていないという人々が，テレビ視聴時

間を減少させている大部分の層であることが予

測できる。今後の研究では，テレビを所有した

テレビ低視聴者層についても分析に加えること

が望まれる。

　また，本研究では大学生を対象としたが，大

学生以外の若者層についてインタビューするこ

とで，データの普遍性を高めることができると

考える。今回，１２人という少人数で行われた

が，対象者の範囲を広げ，インタビュー人数を

増やすことで，さらなる利用行動パターンが示

される可能性もある。さらに，質問票による量

的調査を行うことで，より信頼性の高い研究結

果を示す必要もある。

　テレビ・デバイス以外のテレビ視聴行動に関

して，本研究ではテレビ・デバイスによるテレ

ビ番組視聴を全く行っていない層の利用行動と

いう限定的な結論を示した。今後の研究では，

テレビ・デバイスによる低視聴者層，中視聴者

テレビ番組視聴に関するメディア利用行動と利用動機の検証（竹村朋子） 169

層，高視聴者層に分けて比較分析を行うこと

で，テレビ・デバイスの利用と非テレビ・デバ

イスの利用との関係をさらに幅広く検証するこ

とができると考える。

　今後，テレビ視聴デバイスの多メディア化は

さらに進むことが予測され，メディア単体を越

えたメディア利用行動に関する研究は，デジタ

ルメディア時代の利用と満足研究において主要

な研究テーマになることが予測できる。本調査

は多メディア利用行動研究の出発点に過ぎず，

さらなる研究が積み重ねられることが望まれ

る。これまでの利用と満足研究で検証されてき

た「求められる満足（gratification sought）」「得

られる満足（gratification obtained）を区別した

分析（Wenner, １９８２）や，年齢，教育，性別，

収入といった個人の社会的な要因とメディア利

用動機および利用行動との関係，利用行動と効

果との関係などについて，インタビュー調査と

質問票調査を組み合わせながら検証すること

が，今日的なメディア利用行動を解明するため

の学術的課題であると考える。
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Abstract: Today’s multimedia environment is one of the reasons why young people watch less TV 

than before. This study analyzed why young people do not watch TV programs using a TV device, 

and how they watch TV programs using various other media. Twelve university students were 

interviewed individually using a semi-structured format, and the data was analyzed by the KJ 

method. The data showed five reasons why they did not watch TV programs: “physical difficulty,” 

“no time spent at home,” “no interest in TV,” “dislike of TV,” and “improvement to their way of 

life.” Reasons why they use non-TV devices included “for entertainment,” “finding news,” and “for 

social interactions.” The results showed that they actively watched TV programs on video-sharing 

websites while they felt TV was less important. The possibility was also suggested that they could 

access less news by not watching TV.

Keywords: Uses and gratifications theory, TV watching behavior, Uses of media by university 

students, Video-sharing websites, News consumption, Media avoidance

Study on Media Uses and Motivations for Watching TV Programs :
Qualitative interview research on young adults who do not have TV devices.
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